ヘルパー・介護労働者は手をつなごう！！　　　　　　　　　
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５月１３日参議院厚生労働委員会　　介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律案
介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律案
東京介護労の清沢さんが参考人意見陳述

　参考人意見陳述の抜粋を掲載します。
	　今法案については、昨年６月にコムスンが不正行為を行っていたことに対する処分をきっかけに立案されたものと理解しています。しかし、コムスンが法を犯すに到った原因を正しく見る必要があります。私どもの組合は、処分直後に「コムスン介護労働者・緊急相談ホットライン」を実施し、８４人の方の深刻で切実な相談を電話とメールで受けた。その結果は、人員配置の基準を大きく縮小して運営しても、労働者には労働基準法が規定する賃金保障は行えず、そのうえ赤字運営でした。介護保険ならびに介護報酬が適切な事業運営出来る設定になっていないことが明確に示された。

昨年12月20日、厚生労働省から各都道府県に「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取り扱いについて」の事務連絡がされました。

自治体ごとに法の解釈が異なって、介護保険運営が変わり、特に東京都は監査で不適正と見なされると報酬返還命令が出されます。この自治体運営の改善なく、今法案の実行が行われれば、事業所・特にケアマネージャーは萎縮して、必要なサービスを縮小するのではないかと危惧しています。

介護労働者の低賃金・長時間労働を原因にした離職率は高まる一方であり、そもそもの労働基準法が守られていません。まず、訪問介護の「直行直帰・登録型雇用」は、不安定労働・低賃金を生むものであり、なにより移動時間等労働者の権利保障と労働安全衛生上の問題がありますので廃止すること。平成16年８月27日に「訪問介護労働者の法定労働条件の確保について」の通知がだされましたが、いっこうに改善されていません。

また、小規模施設は一人夜勤になっていますが、実態として休息・仮眠を取ることができません。労働安全衛生法の観点から著しく問題があります。老齢や疾病などで障害を持った高齢者や障害者の援助を行う介護労働者が健康で安全に働けないことは、問題がありますので廃止すること。その際、厚生労働省が２月６日に通知した「職場における腰痛発生状況の分析について」では、腰痛に関する知識などの労働者教育や介護作業の改善、介護職の適正な配置、施設や設備の構造等の改善として適切な機器（介護リフト）の導入等、通知や労働安全衛生法の遵守が必要です。

介護労働者、経営者の方も悩んでいるのが社会保険など、雇用すると必然として係る基本的権利です。介護報酬が低いために常勤雇用であっても事業所負担が支払えないことから権利が得られないことが少なくありません。社会保険、雇用保険、労災保険加入に加えて、介護は女性労働者が多く、近年は若い労働者が増加していることを考慮しますと育児・介護休業法など労働者を雇用するに必要な雇用管理に対応する補助金を創設し、離職率低下に努めることが必要だと思います。

都道府県、市区町村が介護事業所を認可する場合、事前の労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法の教育・研修が必要だと考えます。また、介護保険制度に留めずに少なくとも、労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法の事業開始後の監査は年１回としていただき、改善がみられない場合は事業取り消しも行って頂きたいと存じます。

昨年８月に「福祉人材確保指針」示されました。実行については、介護保険の枠内でなく、国あるいは自治体の補助金を創設して利用料に跳ね返らない方法で行って頂きたい。






































